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一般財団法人 

2028 年技能五輪国際大会日本組織委員会 

  

別添 



一般財団法人 2028 年技能五輪国際大会日本組織委員会 

第４回理事会 

 

【議 案】 

 第１号議案 会計処理規程の一部改正について 

 第２号議案 資金運用に関する規程の一部改正について 

 第３号議案 寄付金等取扱規程の策定について 

 第４号議案 収支予算書の修正について 

第５号議案 資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類について 

 第６号議案 資金運用計画について 

 



  

議 案 



 

第１号議案 会計処理規程の一部改正について 

会計処理規程の一部を以下のとおり改正する。 

 

【会計処理規程】 

改正後 改正前 
第１章 総 則 

（目的） 

第１条 この規程は、一般財団法人 2028 年技能五

輪国際大会日本組織委員会（以下「当法人」と

いう。）における会計処理に関する基本を定め

たものであり、事業活動を合理的かつ適正に遂

行するため、経理に関する事項を正確かつ迅速

に把握し、当法人の財務内容の透明化、事業の

効率化を図ることを目的とする。 

 

（会計の原則） 

第２条 当法人の会計処理については、法令、定

款及び公益法人会計基準のほか、本規程の定め

るところによるものとする。 

 

 

（会計年度） 

第３条 （略） 

 

（会計区分） 

第４条 当法人の会計区分は、次のとおりとす

る。 

（１）公益目的事業会計 

（２）法人会計 

２ 前項の第１号の事業については、必要に応じ

てさらに事業単位に区分することができる。 

 

（経理責任者） 

第５条 当法人の経理責任者は、事務局長とす

る。 

（削除） 

 

 

（帳簿書類の保存・処分） 

第６条 帳簿等の保存期間は、次のとおりとし、

会計年度終了日の翌日から起算する。 

（１）財務諸表 永久 

（２）会計帳簿、会計伝票及び証憑書類１０年 

（３）収支予算書・その他の書類 ５年 

 

 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、一般財団法人 2028 年技能

五輪国際大会日本組織委員会（以下「当法人」

という。）の財務及び会計に関し、定款第 42条

第４項の規定により必要な事項を定めることを

目的とする。 

 

 

 

（適用） 

第２条 当法人の会計処理は、当法人の会計に関

して適用又は準用される法令並びに定款その他

の規程に定めるもののほか、この規程の定める

ところによる。 

 

（会計年度） 

第５条 （略） 

 

（会計区分） 

第７条 当法人は、一般会計のほか、特別会計を

設ける。 

２ 特別会計は、特定の収入をもって特定の支出

にあて一般の収入支出と区分して経理する必要

がある場合に限り、これを設置する。 

 

 

（経理責任者） 

第３条 当法人の経理責任者は事務局長とする。 

 

２ 本規程の運用に関しては、経理責任者の指示

に従うものとする。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

第９章 雑則 



（委任） 

第７条 （略） 

 

（規程の改廃）  

第８条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て

行うものとする。  

 

(削除) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(削除) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

（委任） 

第 49条 （略） 

 

（改廃） 

第 48条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て

行う。 

 

（会計の原則） 

第４条 次に掲げる原則に従って、財務諸表（貸

借対照表、損益計算書（活動計算書）をいう。

以下同じ。）及び附属明細書並びに財産目録を

作成しなければならない。 

（１） 財務諸表は、資産、負債及び正味財産の

状態並びに正味財産増減の状況に関する真実な

内容を明瞭に表示するものでなければならな

い。 

（２） 財務諸表は、正規の簿記の原則に従って

正しく記帳された会計帳簿に基づいて作成しな

ければならない。 

（３） 会計処理の原則及び手続並びに財務諸表

の表示方法は、毎事業年度これを継続して適用

し、みだりに変更してはならない。 

（４） 重要性の乏しいものについては、会計処

理の原則及び手続並びに財務諸表の表示方法の

適用に際して、本来の厳密な方法によらず、他

の簡便な方法によることができる。 

 

（会計年度所属区分） 

第６条 当法人の経営成績及び財政状況を明らか

にするため、財産の増減及び異動並びに収益及

び費用については、その発生に基づいて経理

し、会計年度所属区分は、収入及び支出並びに

資産、負債、正味財産の増減異動の原因となる

事実の発生した日によるものとする。 

２ 前項に規定する原因となる事実の発生日を決

定し難い場合は、その原因となる事実を確認し

た日により区分するものとする。 

 

（勘定区分及び勘定科目） 

第８条 当法人で使用する勘定科目は、会長が別

に定めるものとする。 

２ 前項に規定する勘定科目は、公益法人会計基

準運用指針（令和 6年 12月 20 日内閣府公益認

定等委員会制定）に準じ、必要に応じて科目の

追加修正を行うものとする。 

 

（会計機関の設置） 

第９条 当法人の収入、支出、契約その他財務及

び会計に関する事務を執行させるため、次のと

おり会計機関を置くものとする。 

（１） 契約担当役 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 勘定科目及び帳簿組織 

（勘定科目の設定） 

 第９条 当法人の勘定科目は、これを貸借対照表

勘定科目および活動計算書勘定科目に区分し、

当法人の財政状態、純資産増減を的確に把握す

るため必要な勘定科目を設ける。 

 

 

 

（２） 出納役 

（３） 現金出納役 

（４） 物品管理役 

（５） 資金前渡員 

２ 前項の会計機関のそれぞれに分任会計機関を

置くことができる。 

３ 前２項に規定する会計機関及び分任会計機関

には、事務局長の指定する職員をもって充て

る。 

４ 前項の規定により会計機関に任命された者に

事故があるときは、事務局長は、他の職員にそ

の事務を代理させることができる。 

５ 事務局長は、第１項及び第２項の会計機関の

ほか、第 39 条第３項及び第４項の規定によ

り、期間及び事務の範囲を指定して臨時の資金

前渡員を任命することができる。 

 

（会計機関の職務） 

第 10条 契約担当役は、契約その他収入又は支

出の原因となる行為及び債権の管理を担当す

る。 

２ 出納役は、収入及び支出の内容を調査決定

し、債務者に対する納入の請求並びに現金出納

役に対する現金、預金及び有価証券の出納命令

を担当する。 

３ 現金出納役は、前項の規定による出納役の命

令を受けて、現金、預金及び有価証券の出納保

管を担当する。 

４ 物品管理役は、物品（現金、預金及び有価証

券以外の一切の動産をいう。以下同じ。）の管

理、出納保管及び供用を担当する。 

５ 資金前渡員は、現金支払のため、出納役から

資金の前渡を受け、出納保管を担当する。 

 

（会計機関の兼職禁止） 

第 11条 会計機関のうち、出納役と現金出納

役、出納役と契約担当役、契約担当役と物品管

理役はそれぞれ兼ねることができない。ただ

し、特別な事由がある場合において、事務局長

が必要と認めたときは、この限りでない。 

 

 

（新設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 



 （会計帳簿）  

第１０条 （削除） 

 

 

会計帳縛は、次のとおりとする。 

（１）主要簿 

①仕訳帳 

②総勘定元帳 

（２）補助簿 

①現金出納帳 

②預金出納帳 

③固定資産台帳 

(削除) 

④収支予算執行状況表（差引簿） 

⑤その他必要な補助簿 

 

２ 仕訳帳は、会計伝票をもってこれに代えるこ

とができる。 

 

（会計伝票） 

第１１条 一切の取引に関する記帳整理は、会計

伝票により行うものとする。 

 

 

２ 会計伝票は、次のとおりとする。 

（１）収入伝票 

（２）支払伝票 

（３）振替伝票 

３ 会計伝票は、証憑書類に基づいて作成し、証

憑書類は別に保存するものとする。 

４ 会計伝票は、原則として取引１件ごとに作成

し、関係する責任者の承認印を押印するものと

する。 

５ 会計伝票には、勘定科目、取引年月日、数

量、金額、相手方等取引内容を簡単かつ明瞭に

記載しなければならない。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（証憑） 

第１２条 証憑とは、会計伝票の正当性を立証す

る書類をいい、次のものをいう。 

（１）請求書 

（帳簿） 

第 46条 会計帳簿は、会計伝票に基づいて、所要

の事項を正確かつ明瞭に記録するものとす

る。 

２ 会計帳簿として次のとおり設けるものとす

る。 

（１）主要簿 

ア 仕訳帳 

イ 総勘定元帳 

（２）補助簿 

ア 現金出納帳 

イ 預金出納帳 

ウ 固定資産台帳 

エ 資産負債内訳帳 

オ 収支予算執行状況表（差引簿） 

カ その他必要とする帳簿 

（新設） 

 

 

（会計伝票） 

第 44条 当法人の収入及び支出並びに資産、負

債及び正味財産の増減異動に関する取引は、遅

滞なく会計伝票を作成し、これにより記帳整理

しなければならない。 

（新設） 

 

 

 

２ 前項に規定する会計伝票には、証拠書類を添

付しなければならない。 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

（会計伝票の種類） 

第 45条 会計伝票は、次のとおり作成するものと

する。 

（１） 収入伝票は、金銭収納の取引について作

成する。 

（２） 支払伝票は、金銭支払の取引について作

成する。 

（３） 振替伝票は、前２項に規定する取引以外

の取引について作成する。 

 

（新設） 

 

 

 



（２）領収書 

（３）稟議書 

（４）検収書、納品書及び送り状 

（５）受領書、支払申請書 

（６）各種計算書 

（７）契約書、覚書、その他の証書 

（８）その他取引を裏付ける書類 

 

（記帳） 

第１３条 総勘定元帳は、すべて会計伝票に基づ

いて記帳しなければならない。 

２ 補助簿は、会計伝票又はその証憑書類に基づ

いて記帳しなければならない。 

 

（検算照合） 

第１４条 毎月末において、補助簿の借方、貸方

の合計及び残高は、総勘定元帳の当該勘定の金

額と照合確認しなければならない。 

 

（帳簿の更新） 

第１５条 会計帳簿は、会計年度ごとに更新す

る。 

 

第３章 収支予算 

（収支予算の目的） 

第１６条 収支予算は、各会計年度の事業計画を

明確な計数として損益計算ベースで表示するこ

とにより、事業の効率的な運営を図ることを目

的とする。 

 

 

（収支予算の期間及び種類） 

第１７条 収支予算の期間は、第３条に規定する

事業年度と同一とする。 

２ 収支予算の種類は、次のとおりとする。 

（１）収支予算書 

（２）資金調達及び設備投資の見込みを記載し

た書類 

３ 収支予算書は、活動計算書に準ずる様式によ

り作成するものとする。 

 

（収支予算の承認） 

第１８条 収支予算は、会長が作成し、理事会の

承認を受けなければならない。 

 

（収支予算の補正） 

第１９条 会長は、やむを得ない理由により予算

の補正を必要とするときは、補正予算を編成す

る。 

 

（収支予算の執行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

第２章 予算及び決算 

（事業計画及び収支予算） 

第 12条 会長は、定款第８条の規定により、事

業計画書及び収支予算書（以下「事業計画等」

という。）を毎事業年度開始の日の前日までに

作成し、理事会の承認を受けなければならな

い。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（予算の執行） 



第２０条 収支予算を執行する際は、会長の決裁

を受けなければならない。 

 

 

 

 

 

 

２ 収支予算の執行にあたっては、収支予算の範

囲内において行うものとし、あらかじめ、目

的、用途、金額、所属年度、予算科目及び勘定

科目その他執行内容を記載した予算執行書を作

成して、決裁を受けなければならない。ただ

し、会長が別に定める事業執行については、予

算執行書の作成を省略することができる。 

３ 第１項に規定にかかわらず、一般社団法人及

び一般財団法人に関する法律第９０条の重要な

財産の取得、売却、担保設定は、理事会の承認

を要する。この場合、前項に規定する決裁を改

めて受けることを要しない。 

 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（支出予算の流用） 

第２１条 （略） 

 

（科目等の更正） 

第２２条 （略） 

 

第４章 財 務 

（資金計画） 

第２３条 年度事業計画及び第１７条の収支予算

書に基づき、経理責任者は速やかに年次及び月

次の資金計画を作成しなければならない。 

 

（資金の調達） 

第２４条 当法人の事業運営に要する資金は、補

助金、負担金、寄付金、協賛金、事業収入及び

その他の収入によって調達するものとする。 

 

第 13条 予算の執行にあたっては、前条の事業

計画等の範囲内において行うものとし、あらか

じめ、目的、用途、金額、所属年度、予算科目

及び勘定科目その他執行内容を記載した予算執

行書を作成して、決裁を受けなければならな

い。ただし、会長が別に定める事業執行につい

ては、予算執行書の作成を省略することができ

る。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（予算の補正） 

第 14条 既定の予算に重要な変更を加える必要

が生じたときは、会長は補正予算を作成し、理

事会の承認を受けなければならない。 

 

（予備費） 

第 15条 予測しがたい支出による予算の不足を

補うため、予備費を計上することができる。 

２ 予備費の使用については、会長の承認を受け

なければならない。 

３ 予備費を使用したときは、その内容について

理事会に報告しなければならない。 

 

（予算の流用） 

第 16条 （略） 

 

（科目等の更正） 

第 17条 （略） 

 

（新設） 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 



（資金の運用） 

第２５条 当法人の資金の運用については、別に

定める資金運用に関する規程による。 

 

（金融機関との取引） 

第２６条 金融機関との預金取引、その他の取引

を開始又は廃止する場合は、経理責任者が行

う。 

２ 金融機関との取引は、別に定める場合を除

き、会長の名をもって行う。 

 

（借入金） 

第２７条 （略） 

 

第５章 金 銭 

（金銭の範囲等） 

第２８条 この規程において金銭とは、現金、預

金及び振替貯金をいう。 

２ 現金とは、通貨、小切手、郵便為替証書等直

ちに現金化できるものをいう。 

３ 前項に規定する現金に該当しない有価証券

は、金銭に準じて取り扱うものとする。 

 

（出納責任者） 

第２９条 金銭の出納、保管については、出納責

任者を置かなければならない。 

２ 出納責任者は、経理責任者が任命する。 

３ 出納責任者は、金銭の出納及び保管の事務を

取り扱わせるため、出納担当者を置くことがで

きる。 

４ 出納担当者は、会計伝票を作成するものと同

一人であってはならない。 

 

（金銭の保管） 

第３０条 収納した金銭は、取引金融機関に預け

入れるものとし、直接支払いに充ててはならな

い。 

 

 

２ 出納責任者は現金及び預貯金の通帳等につい

ては、金庫その他施錠のできる堅牢な保管場所

に収納し、保管しなければならない。 

 

（金銭の出納） 

第３１条 金銭の出納は、経理責任者の承認印の

ある会計伝票に基づいて行わなければならな

い。 

２ 金銭を収納したときは、領収証を発行しなけ

ればならない。ただし、金融機関への振込みに

よる収納は、領収証の発行を省略することがで

きる。 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（借入金） 

第 42条 （略） 

 

第５章 出納 

（金銭の範囲） 

第 30条 この規程において金銭とは、現金及びこ

れに代わる証券をいう。 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（金銭の保管） 

第 31条 現金出納役は、全ての現金及びこれに代

わる証券を会長の指定する金融機関に預けなけ

ればならない。ただし、小口の現金支払に充て

るために必要な現金については、会長が別に定

める額を限度として手元に置くことができる。 

２ 前項ただし書きに規定する小口現金は、毎月

末日及び不足のつど精算を行わなければならな

い。 

 

(新設) 

 

 

 

 

 

 



３ 金銭の支払いについては、受取人の署名のあ

る領収証を受け取らなければならない。ただ

し、所定の領収証を受け取ることができない場

合は、その他支払を証明するに足りる書類をも

ってこれに代えることができる。金融機関の振

込による支払は、領収書を受け取らないことが

できる。 

４ 領収証は、出納責任者が発行する。 

 

（支払方法） 

第３２条 金銭の支払方法は、銀行振込によるも

のとする。ただし、特に必要があると認められ

るときは、現金払い又は小切手による直接払い

とすることができる。 

 

２ 銀行振込依頼書の作成は、出納責任者が行

い、経理責任者が承認する。 

３ インターネットバンキングによる場合は、銀

行振込データ（総合振込及び給与振込をい

う。）は、出納責任者が作成し、経理責任者が

承認する。 

 

（資金前渡等） 

第３３条 経費の性質により、別に定めるところ

により、資金前渡、概算払、前金払及び部分払

をすることができる。 

 

（収入の請求） 

第３４条 出納責任者は、収入の事由が発生した

際には速やかに請求書を作成して、納入義務者

に請求しなければならない。 

 

（支払の手続） 

第３５条 出納責任者は、支払義務が生じた際に

は支払伝票を発行しなければならない。ただ

し、会長が別に定める場合は、支払伝票の発行

を省略することができる。 

２ 出納責任者は、債権者から請求書の提出があ

った際には速やかに支払伝票を作成しなければ

ならない。ただし、報酬、給与その他の給付、

借入金、元利金、その他その性質上請求書を徴

することができないもの及び請求書を徴するこ

とが著しく困難なものにあっては、この限りで

ない。 

 

（支出金からの控除） 

第３６条 出納責任者は、支出しようとする場合

において、法令の規定により控除を必要とする

ときは、支払伝票及び振替伝票に添付する証拠

書類にその控除額を記載しなければならない。

ただし、電子計算機により処理される給与その

 

 
 

 

 

 

 

 

 

（支払の方法） 

第 34条 支払の方法は、債権者の指定する銀行

その他の金融機関の預貯金口座への振込を原則

とする。ただし、特に必要があると認められる

ときは、現金払い又は小切手による直接払いと

することができる。 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（収入の請求） 

第 32条 出納役は、収入の事由が発生した際に

は速やかに請求書を作成して、納入義務者に請

求しなければならない。 

 

（支払の手続） 

第 33条 出納役は、支払義務が生じた際には振

替伝票を発行しなければならない。ただし、会

長が別に定める場合は、振替伝票の発行を省略

することができる。 

２ 出納役は、債権者から請求書の提出があった

際には速やかに支払伝票を作成しなければなら

ない。ただし、報酬、給与その他の給付、借入

金、元利金、その他その性質上請求書を徴する

ことができないもの及び請求書を徴することが

著しく困難なものにあっては、この限りでな

い。 

 

（支出金からの控除） 

第 35条 出納役は、支出しようとする場合にお

いて、法令の規定により控除を必要とするとき

は、支払伝票及び振替伝票に添付する証拠書類

にその控除額を記載しなければならない。 



他の給付であって別に控除金集計表を作成する

ものにあっては、その記載を省略することがで

きる。 

 

 

（小口現金） 

第３７条 出納責任者は、日々の現金支払いに充

てるため、小口現金をおくことができる。 

２ 小口現金の額は、通常の所要額を勘案して、

必要最少額にとどめるものとし、具体的な額は

別に定める。 

３ 小口現金は、毎月末日及び不足のつど精算を

行わなければならない。 

 

（残高の照合） 

第３８条 出納責任者は、現金については、毎日

の現金出納終了後、その在高と帳簿残高とを照

合し、過不足がある場合は差異の原因を示して

経理責任者に報告しなければならない。 

２ 現金については、月次で金種別有高表を作成

し、帳簿残高と照合するとともに、経理責任者

に報告しなければならない。 

３ 預貯金については、月次で預貯金の残高を証

明できる通帳等の書類によりその残高を帳簿残

高と照合し、差異がある場合は差異の原因を示

して経理責任者に報告しなければならない。 

４ 預貯金については、会計年度末月に残高証明

書等を取り寄せ、帳簿と照合し経理責任者に報

告しなければならない。 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

ただし、電子計算機により処理される給与その

他の給付であって別に控除金集計表を作成する

ものにあっては、その記載を省略することがで

きる。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（概算払） 

第 36条 会長は、別に定める経費については、

概算払をすることができる。 

 

（概算払の清算） 

第 37条 概算払を受けた者は、その金額確定後

10 日以内に精算を行い、概算払精算書を作成   

し、事務局長に提出しなければならない。ただ

し、概算払精算書の作成及び提出については、

概算払を受けた金額と確定後の金額と同一であ

るとき又は概算払を受けた金額が確定後の金額

を下回るときは、この限りではない。 

 

（前金払） 

第 38条 会長は、別に定める経費については、

前金払をすることができる。 

 

（資金前渡） 

第 39条 事務局長は、次の各号に掲げる経費につ

いては、職員に対して資金を前渡することがで

きる。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

（１）外国において支払をする経費 

（２）遠隔の地又は交通不便の地域において支払

をする経費 

（３）船舶に属する経費 

（４）給与その他の給付 

（５）諸払戻金及びこれに係る還付加算金 

（６）報償金その他これに類する経費 

（７）社会保険料 

（８）官公署に対して支払う経費 

（９）事業現場その他これに類する場所において

支払を必要とする事務経費 

（10）非常災害のため即時支払を必要とする経費 

（11）電気、ガス又は水の供給を受ける契約に基

づき支払をする経費 

（12）電気通信役務の提供を受ける契約に基づき

支払をする経費 

（13）有料の道路、駐車場等の利用に要する経費 

（14）次に掲げる経費で、事務又は事業の性質上

即時に現金支払を必要とするもの  

ア 物品の購入又は借上げに要する経費  

イ 役務の提供を受けるための経費 

（15）出資金その他これに類する経費 

（16）有料の施設の利用又は設備の使用に要する

経費  

（17）講習会、講演会、協議会等への参加に要す

る経費 

（18）その他会長が必要と認めるもの 

２ 職員に対して前渡できる資金は、必要な最小

限度の金額とする。 

３ 資金前渡員は、事務局長が指定する。 

４ 前項の規定により資金前渡員を指定したとき

又は資金前渡員の指定を解除したときは、その

旨を資金前渡員指定（指定解除）通知書により

出納役に通知しなければならない。 

 

（前渡金の精算） 

第 40条 資金前渡員は、資金前渡金により支払を

したとき又は支払の必要がなくなったときは、

資金前渡金精算書を作成しなければならない。

ただし、資金前渡金の金額と支払をした金額と

が同一であるときは、この限りでない。 

２ 資金前渡員は、前項の規定により作成した資

金前渡金精算書に当該支払に係る証拠書類を添

えて、支払をした後又は支払の必要がなくなっ

た後（外国又は遠隔の地において支払をしたも

の又は支払の必要がなくなったものについては

帰国後最初に出勤した日から）７日以内に事務

局長に提出しなければならない。 

 

（小切手） 



 

 

 

第６章 契約 

（契約の方法） 

第３９条 略 

 

第７章 固定資産 

（固定資産の分類） 

第４０条 固定資産に属する資産は、有形固定資

産、無形固定資産、その他固定資産に分類す

る。 

（１）有形固定資産 

物理的な形態を持ち、１年以上の長期に

わたり利用される資産をいう。 

土地、建物、機械、車両、備品など、物

理的な形状を持つ資産 

（２）無形固定資産 

物理的な形態を持たず、１年以上の長期

にわたり利用される資産をいう。 

特許権、商標権、著作権、ソフトウェア

など、物理的な形状を持たない資産 

（３）その他固定資産 

固定資産のうち、有形・無形固定資産に

含まれないものをいう。 

長期的な投資目的で保有する株式や債

券、投資信託など 

（削除） 

 

 

（固定資産の管理） 

第４１条 固定資産の管理については、固定資産

管理責任者を置かなければならない。 

２ 固定資産管理責任者は、経理責任者が任命す

る。 

３ 固定資産管理責任者は、固定資産台帳を設け

て、固定資産の保全状況及び移動等について所

要の記録を行い、固定資産を管理しなければな

らない。 

４ 固定資産に移動、毀損及び滅失があった場合

は、固定資産管理者は、経理責任者に通知し、

帳簿の整備を行わなければならない。 

 

（現物の照合） 

第４２条 固定資産管理責任者は、常に良好な状

態において管理し、各会計年度において１回以

上、固定資産台帳と現物を照合し、差異がある

場合は、固定資産管理責任者は所定の手続を経

て帳簿の整備を行わなければならない。 

 

（固定資産の取得価格） 

第 41条 小切手の取扱いについては、関係する法

令等に準じて行う。 

 

第６章 契約 

（契約の方法） 

第 43条 略 

 

第３章 資産 

（固定資産の範囲） 

第 20条 固定資産とは、次に掲げるものをい

う。 

 

（１）基本財産 

（２）特定資産 

（３）その他の固定資産 

   ア 有形固定資産 

   イ 無形固定資産 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 有形固定資産は、耐用年数１年以上で、か

つ、取得価額が 10万円以上の資産をいう。 

 

（固定資産の管理） 

第 23条 固定資産は、固定資産台帳を設けて、

管理上必要な事項を記録し管理する。 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（資産の価格） 



第４３条 固定資産を取得したときの帳簿価額

は、取得価額による。 

２ 固定資産の取得価額は、その取得のために要

した購入価額に付随費用を加えた額とする。た

だし、寄付又は交換等により取得した資産につ

いては、公正な評価額による。 

３ 固定資産が滅失したとき、又はこれを譲渡、

売却、交換、撤去もしくは資産外として処理し

たときは、その帳簿価額を減額する。 

 

（有形固定資産の改良と修繕） 

第４４条 略 

 

（減価償却） 

第４５条 略 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

第８章 物品 

（物品の範囲） 

第４６条 略 

 

（物品の管理） 

第４７条 略 

２ 物品の管理については、固定資産管理責任者

が行うものとする。 

 

（郵便切手類等の交付） 

第４８条 固定資産管理責任者は、郵便切手類の

交付にあたっては、郵便切手類出納簿に交付し

ようとする者の署名を徴さなければならない。 

２ 物品の交付は、必要最小限の数量でなければ

ならない。 

 

第９章 決 算 

（決算の目的） 

第４９条 決算は、１会計年度の会計記録を整理

し、財政状態及び活動計算の状況を明らかにす

ることを目的とする。 

 

第 21条 固定資産を取得したときの記帳価格

は、取得価格による。 

２ 固定資産の取得価格は、その取得のために要

した直接費及び間接費の合計とする。ただし、

寄付又は、交換等により取得した資産について

は、適正な評価価格による。 

３ 固定資産が滅失したとき、又はこれを譲渡、

売却、交換、撤去もしくは資産外として処理し

たときは、その帳簿価格を削除する。 

 

（有形固定資産の改良と修繕） 

第 22条 略 

 

（減価償却） 

第 24条 略 

 

（流動資産の範囲） 

第 25条 流動資産とは、次に掲げる資産をい

う。 

（１）現金、貯金及び有価証券 

（２）未収金 

（３）その他流動資産 

 

（現金等の保管） 

第 26条 現金出納役は、現金、預貯金の通帳及

び有価証券等を、金庫その他施錠のできる堅牢

な容器に収納し、保管しなければならない。 

 

 

第４章 物品 

（物品の範囲） 

第 27条 略 

 

（物品の管理） 

第 28条 略 

（新設） 

 

 

（郵便切手類等の交付） 

第 29条 物品管理役は、郵便切手類の交付にあ

たっては、郵便切手類出納簿に交付しようとす

る者の署名を徴さなければならない。 

２ 消耗品及び郵便切手類の交付は、必要最小限

の数量でなければならない。 

 

（新設） 

（新設） 

 

 

 

 



（月次決算） 

第５０条 経理責任者は、毎月末に会計記録を整

理し、次の書類を作成しなければならない。 

（１）合計残高試算表 

（２）貸借対照表 

（３）活動計算書 

 

 

 

 

（財務書類） 

第５１条 経理責任者は、年度決算に必要な手続

を行い、財務諸表（下記（１）及び（２）の書

類）及び附属明細書並びに財産目録（以下、

「財務諸表等」という。）を作成しなければな

らない。 

（１）貸借対照表 

（２）活動計算書 

（３）貸借対照表及び活動計算書の附属明細書 

（４）財産目録 

 

 

２ 経理責任者は、前項の財務諸表等に加えて、

資金調達及び設備投資の実績を記載した書類

（以下、「財務書類」という。）を作成しなけれ

ばならない。 

３ 会長は、第１項及び第２項の財務書類につい

ては監事の監査を受けた後、監事の意見を添え

て理事会へ提出し、その承認を受けて財務書類

を確定する。 

 

 

（削除） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

この規程は、令和７年８月７日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、令和 年 月 日から施行する。 

 

（月例報告） 

第 18条 出納役は、毎月末日の各勘定の合計残

高及び収支の状況を明らかにし、次に掲げる書

類を第 43条に規定する会計伝票に基づき作成

し、翌月末までに事務局長へ報告するものとす

る。 

（１）月例合計残高試算表 

（２）月例貸借対照表 

（３）月例損益計算書（活動計算書） 

 

（事業報告及び決算） 

第 19条 会長は、定款第９条の規定により、毎

会計年度終了後、次の書類を作成し、監事の監

査を受けたうえで、理事会の承認を受けなけれ

ばならない。 

（１）事業報告 

（２）事業報告の附属明細書 

（３）貸借対照表 

（４）損益計算書（活動計算書） 

（５）貸借対照表及び損益計算書（活動計算書）

の附属明細書 

（６）財産目録 

（新設） 

 

 

 

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第

３号、第４号及び第６号の書類については、定

時評議員会に提出し、第１号の書類については

その内容を報告し、その他の書類については、

承認を受けなければならない。 

 

第８章 会計機関の責任 

（会計機関の義務及び責任） 

第 47条 第９条に定める会計機関に任命された

職員（補助者を命じられた職員も含む。）は、

当法人の財務及び会計に関して適用される法令

及び関係規程に準拠し、かつ、善良な管理者の

注意をもって、それぞれの職務を遂行しなけれ

ばならない。 

２ 前項の職員が善良な管理者の注意を怠り、又

は故意若しくは重大な過失により、当法人に損

害を与えた場合は、弁償の責めに任じなければ

ならない。 

 

附 則 

この規程は、令和７年８月７日から施行する。 

 

 

 



第２号議案 資金運用に関する規程の一部改正について 

資金運用に関する規程の一部を以下のとおり改正する。 

 

【資金運用に関する規程】 

改正後 改正前 
（目 的）  

第１条 この規程は、一般財団法人 2028年技能五

輪国際大会日本組織委員会（以下「この法人」

という。）会計処理規程第 25 条に基づく資金運

用に関し必要な事項を定めることを目的とす

る。  

 

（削除） 

 

 

 

 

（運用の基本方針）  

第５条 （略） 

 

（資金の運用対象）  

第６条 （略） 

 

（会長の職務） 

第７条 会長は、当法人の資金の管理運用に係る

業務を適正かつ確実に執行させるため、理事の

中から資金運用管理者を任命する。 

２ 会長は、資金運用管理者を監督し、必要に応

じて報告を求め、適切な指示をしなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

（資金運用管理者の職務） 

第８条 資金運用管理者は、翌事業年度における

運用債券、運用金額、利率、運用利息、運用期

間等を記載した資金運用の計画（以下「資金運

用計画」という。）を当該年度の予算を審議す

る理事会までに作成し、会長の承認を得なけれ

ばならない。 

２ 資金運用管理者は、運用対象のリスクを把握

するとともに、日ごろからリスク管理に必要な

情報を収集しなければならない。 

３ 資金運用管理者は、少なくとも各事業年度の

半期に１回又は必要に応じて随時、会長に対し

て、資金運用に関する状況を報告しなければな

（目 的）  

第１条 この規程は、一般財団法人 2028 年技能五

輪国際大会日本組織委員会（以下「この法人」

という。）会計処理規程第 31 条に基づく資金運

用に関し必要な事項を定めることを目的とす

る。  

 

（運用資金の範囲）  

第５条 長期運用資金は、基本財産とする。  

２ 短期運用資金は前項に定める資金以外の資金

とする。  

 

（運用の基本方針）  

第６条 （略） 

 

（資金の運用対象）  

第７条 （略） 

 

（運用に係る責任） 

第８条 会計処理規程第９条に規定する出納役

は、事務局長の命を受け、法令や規程、第６条

に定める方針を遵守し、忠実にその業務を執行

する義務と責任を負う。  

２ 出納役は、資金の運用対象を前条各号に掲げ

るもの以外のものにしようとするときは、事務

局長の承認を得るものとする。  

３ 監事は、資金の運用の状況について、理事会

の求めに応じた場合又は監事が必要と判断した

場合、調査を実施し、その結果を理事会に報告

するものとする。  

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



らない。 

４ 資金運用管理者は、資金の管理運用に関する

職務を的確に行うため、必要な知識の向上に努

めなければならない。 

 

（資金運用計画） 

第９条 会長は、翌事業年度における予算を審議

する理事会において、資金運用計画を審議し、

決定するものとする。 

２ 会長は、前項の規定により決定した資金運用

計画が、資金運用環境の変化その他の特別の事

情によりその実施が困難又は不適切と判断した

場合は、これを変更することができる。 

３ 会長は、前項の規定により資金運用計画を変

更した場合には、変更後最初に開催される理事

会において、その内容及び理由を報告しなけれ

ばならない。 

 

（運用の方法）  

第 10条 資金の運用にあたっては、流動性、安全

性、収益性等のバランスの配慮に努めるものと

する。なお、資金の運用について専門的な識見

を必要とする場合には、資金運用管理者は有識

者等から助言を受け、着実な運用に努めなけれ

ばならない。  

 

（理事会等への報告） 

第11条 会長は、少なくとも年１回又は必要に応

じて随時、理事会において、資金運用の状況を

報告しなければならない。 

２ 会長は、定時の評議員会において、前事業年

度の資金運用の経過及び結果を報告しなければ

ならない。 

 

（非常時の対応） 

第12条 資金運用管理者は、資金運用に関して重

大な変動が生じた場合には、直ちに会長と協議

し、適切な措置を講じなければならない。 

２ 会長は、前項の規定により措置を講じた場合

には、その結果を速やかに理事会及び評議員会

に報告するものとする。 

 

（改 廃）  

第 13条 （略） 

 

附 則 

この規程は、令和７年８月７日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、令和 年 月 日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（運用の方法）  

第９条 資金の運用にあたっては、流動性、安全

性、収益性等のバランスの配慮に努めるものと

する。なお、資金の運用について専門的な識見

を必要とする場合には、事務局長は有識者等か

ら助言を受け、着実な運用に努めなければなら

ない。  

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（改 廃）  

第 10 条 （略） 

 

附 則 

この規程は、令和７年８月７日から施行する。 

 

 

 



 

第３号議案 寄付金等取扱規程の策定について 

 当法人の寄付金等取扱規程を資料１のとおり定める。 

  



一般財団法人 2028 年技能五輪国際大会日本組織委員会 

 

 寄付金等取扱規程 

 

（目的）  

第１条 この規程は、一般財団法人 2028 年技能五輪国際大会日本組織委員会（以下「当法人」という。）

への寄付金等の受入れに関し、必要な事項を定めることを目的とする。  

 

（用語の定義）  

第２条 この規程において用いる用語の定義は、次の各号に定めるところによる。  

(1) 「寄付金等」とは、寄付者が当法人に対し寄付として提供する現金、有価証券、物品、土地及び

建物等の資産をいう。  

(2) 「寄付者」とは、寄付金等を当法人へ提供する法人又は個人その他の団体をいう。  

(3) 「反対給付」とは、寄付者が当法人へ寄付金等を提供する見返りに、当法人の保有する資産、権

利及び情報等を求める行為をいう。  

(4) 「一般寄付金」とは、広く一般社会に募金活動を行うことにより受領する寄付金等をいう。  

(5) 「特定寄付金」とは、寄付者から次号を除き使途を特定されて受領する寄付金等をいう。  

(6) 「特別寄付金」とは、寄付者から第４９回技能五輪国際大会開催の費用を使途とし、寄付金総額

の過半を超えない範囲で当法人の運営に使用できるものとして受領する寄付金等をいう。  

 

（受入基準）  

第３条 当法人は、寄付金等が次の各号に掲げる基準を満たしているときは、その寄付金等を受け入れ

ることができる。  

(1) 当法人の事業運営に中立性公平性が確保でき第４９回技能五輪国際大会の開催理念に反しないこ

と。 

(2) 寄付金等が当法人定款第３条に定める目的の達成に資するものであること。  

(3) 寄付金等の受領が、現在及び将来にわたり当法人に負担を課すものでないこと。  

(4) 寄付者が、自ら又は第三者をして、寄付の事実について、寄付者自身やその所属先、あるいはそ

れらの商品・サービス等の広告・宣伝の目的をもって公表しないこと。  

(5) 寄付者が暴力団その他の反社会的勢力ではなく、また、反社会的勢力と関係がないこと。  

(6) 寄付金等のうち、展示その他の設置するための条件整備が必要なものについては、その場所が確

保できること。  

(7) 寄付金等のうち維持管理に相当な経費を要するものについては、予算面についても配慮するこ

と。  

(8) 係争の原因となるおそれがないこと。 

(9) 寄付金等を寄付しようとする者が当法人に対してその反対給付を求めないことが確認できるこ

と。 

(10) 寄付金等を受け入れることにより、当法人の業務に特段の支障がないと認められること。  

資料１ 



(11) 前各号に掲げるもののほか、法令の制限その他の制約がないこと。  

２ 前項に規定するもののほか、寄付に条件が付されているときは、その受領につき、会長の承認を受け

なければならない。  

３ 前２項にかかわらず、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第 90条第４項第１号に規定する

重要な財産の譲受けに該当するときは、理事会の承認を受けなければならない。  

４ 第４条から第６条までに規定する寄付金が現金の場合、原則として５千円から受け入れるものとす

る。 

 

（一般寄付金）  

第４条 当法人は常時一般寄付金を募ることができる。  

２ 一般寄付金は、寄付金総額の 50％以上を前条第１項第２号の目的の達成のために定款第４条第１項

に掲げる公益目的事業の運営に使用するものとする。 

 

（特定寄付金）  

第５条 当法人は、寄付者から特定寄付金を受領することができる。  

２ 特定寄付金は、寄付者から付された資金使途及び寄付金等の管理方法について、会長が適当と認める

とき、これを受領することができる。  

 

（特別寄付金）  

第６条 当法人は、寄付者から特別寄付金を受領することができる。  

 

（受入手続）  

第７条 寄付金等を当法人に寄付しようとする者（以下「申込者」という。）は、寄付金等申込書を当法

人に提出しなければならない。なお、申込者が第２条第１号に規定する現金以外の寄付金等を当法人

へ提供する場合には、寄付金等申込書に記入する取得価格等を証する書類を併せて当法人に提出する

ものとする。  

２ 他の文書により提出され、寄付金等申込書の提出が困難な場合は、提出された文書をもって寄付金等

申込書とみなすことができる（以下「読み換え申込書」という。）。この場合において、読み換え申込

書に可否の決定に必要な事項の記載がないときは聞き取り等の方法により調査を行うものとする。  

３ 当法人は、寄付金等申込書又は読み換え申込書を受理したときは、第３条の基準によりその内容を審

査し、寄付金等の受入の可否を決定する。  

４ 寄付金等の受入を決定したときは、寄付金等受入決定通知書により、また、寄付金等を受入しないこ

とを決定したときは、寄付金等受入辞退通知書により、申込者に通知するものとする。  

５ 当法人は、寄付金等を受け入れたときは寄付金等受領書により申込者に通知するものとする。  

 

（寄付者の氏名等の公表）  

第８条 当法人は、寄付の功績を称える等の目的のため、寄付者の氏名又は団体名を公表することがで

きる。ただし、寄付金等申込書において寄付者が同意した場合に限る。なお、公表を行うか否か及



び公表の態様等については、当法人が、その運営方針等を踏まえ、自由な裁量により決定するもの

とし、これに対する寄付者の異議等は受け付けないものとする。  

 

（寄付者の個人情報）  

第９条 当法人は、寄付者から取得した個人情報を、法令の規定や当法人の定める個人情報取扱規程そ

の他の規程等に則り適切に取り扱わなければならない。  

２ 当法人は、寄付者の同意を得るなど法令の規定に従い、寄付者の個人情報を当法人の運営のために

活用することができる。  

 

（雑則）  

第 10条 この規程に定めるもののほか、寄付金等の取扱いに関して必要な事項は、その都度定めること

ができる。  

 

附 則  

この規程は、令和 年 月 日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第３号議案 寄付金等取扱規程の策定について 

 当法人の寄付金等取扱規程を資料１のとおり定める。 

 

第４号議案 収支予算書の修正について 

 収支予算書を以下のとおり修正する。 

 

【令和８年度収支予算書】 

修正後 修正前 

収支予算書 

（2026 年 4 月 1 日から 2027 年 3 月 31 日まで） 

  

（単位：千円） 

科目 予算額 

Ⅰ 一般純資産増減の部  

１．経常活動区分  

 （１）経常収益  

    ①受取補助金等     678,828 

   受取国庫補助金     678,828 

  ②受取負担金     587,093 

   愛知県受取負担金  587,093 

  経常収益計       1,265,921 

 （２）経常費用  

  ①事業費               1,139,996 

   給料手当          96,807 

   法定福利費           3,285 

   福利厚生費              10 

   諸謝金                 75,277 

   旅費交通費         306,322 

   会議費                 15,826 

   消耗品費           6,131 

   印刷製本費             132 

   水道光熱費             992 

   通信運搬費          34,544 

   通訳翻訳費         202,207 

   広告宣伝費         202,698 

   委託費                 72,600 

   賃借料                 25,457 

   減価償却費              44         

   （削除） 

支払利息                     84 

   拠出金                 97,580 

収支予算書 

（2026 年度） 

  

（単位：千円） 

科目 予算額 

Ⅰ 一般正味財産増減の部  

１．経常増減の部  

 （１）経常収益  

    ①受取補助金等      678,828 

   受取国庫補助金         678,828 

  ②受取負担金         587,093 

   愛知県受取負担金  587,093 

  経常収益計       1,265,921 

 （２）経常費用  

  ①事業費              1,141,546 

   給与手当          96,807 

   法定福利費           3,285 

   福利厚生費              10 

   諸謝金                 75,277 

   旅費交通費         306,322 

   会議費                 15,826 

   消耗品費           6,131 

   印刷製本費             132 

   水道光熱費             992 

   通信運搬費          34,544 

   通訳翻訳費         202,207 

   広告宣伝費         202,698 

   委託費                 72,600 

   賃借料                 25,457 

   建物付属設備      1,332   

   無形固定資産             262 

   支払利息              84 

   拠出金                 97,580 



   福利厚生費              52 

   諸謝金                  5,768 

   臨時雇用賃金           5,974 

   旅費交通費          55,754 

   会議費                    255 

   消耗品費           2,010 

   印刷製本費             132 

   水道光熱費             992 

   通信運搬費           3,857 

   通訳翻訳費           8,569 

   賃借料                 19,398 

   減価償却費              37 

   租税公課             270 

   支払利息             334 

  経常費用計       1,305,616 

  経常収益費用差額        

▲  39,695 

    （削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

 

２．その他活動区分  

（１）その他収益  

 その他収益計            0 

（２）その他費用  

 その他費用計                0       

 その他収益費用差額                0 

 当期一般純資産差額        ▲ 39,695 

 一般純資産期首残高            1,062 

 一般純資産期末残高        ▲ 38,633 

  

Ⅱ 指定純資産増減の部  

一般純資産への振替額                0 

当期指定純資産増減額                0 

指定純資産期首残高            3,000 

指定純資産期末残高            3,000 

Ⅲ 純資産期末残高        ▲ 35,633 

   福利厚生費              52 

   諸謝金                  5,768 

   臨時雇用賃金           5,974 

   旅費交通費          55,754 

   会議費                    255 

   消耗品費           2,010 

   印刷製本費             132 

   水道光熱費             992 

   通信運搬費           3,857 

   通訳翻訳費           8,569 

   賃借料                 19,398 

   建物付属設備           1,332 

   租税公課             270 

   支払利息             334 

  経常費用計       1,308,461 

  評価損益等調整前当期経常増減額  

▲ 42,540 

  基本財産評価損益等        0 

  特定資産評価損益等        0 

  評価損益等計               0 

  当期経常増減額       ▲ 42,540 

  

２．経常外増減の部  

（１）経常外収益  

 経常外収益計               0 

（２）経常外費用  

 経常外費用計               0 

 当期経常外増減額                 0 

 当期一般正味財産増減額  ▲ 42,540 

 一般正味財産期首残高         1,062 

 一般正味財産期末残高     ▲ 41,478 

  

Ⅱ 指定正味財産増減の部  

一般正味財産への振替額         0 

当期指定正味財産増減額         0 

指定正味財産期首残高            3,000 

指定正味財産期末残高            3,000 

Ⅲ 正味財産期末残高        ▲ 38,478 

 

 

  



第５号議案 資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類について 

令和８年度の資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類については、資料２のとお

りとする。 

 

  



（２）設備投資の見込みについて

当期中における重要な設備投資（除却又は売却を含む。）の予定の有無を記載し、設備投資の予定がある場合には、その内容等を記載してください。

設備投資の予定 なし

設備投資の内容
支出又は収入の

予定額
資金調達方法

又は取得資金の使途
事業

金融機関 39,695,000
公益目的事業会計

法人会計
職員給与の支払のため

円

円

事業

資金調達及び設備投資の見込みについて

（１）資金調達の見込みについて

当期中における借入れの予定の有無を記載し、借入れ予定がある場合は、その借入先等を記載してください。

借入れの予定 あり

法人名 一般財団法人2028年技能五輪国際大会日本組織委員会

借入先 金額 使途

事業
年度

自 令和8年4月1日

至 令和9年3月31日

資料２



第６号議案 資金運用計画について 

令和８年度の資金運用計画については、資料３のとおりとする。 

 

 



令和８年度 資金運用計画について 

 

令和８年度について、資金運用する予定はありません。 

 

資料３ 


